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                                  令和５年１０月２６日 

知多信用金庫 

 

 

 

中小企業等の脱炭素経営を支援します 

 

 

愛知県、名古屋商工会議所及び当庫を含む金融機関８行庫※１は、環境省が今年度から開始した

「地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業※２」の採択を受け、中小企業等の脱炭素経営

を支援することとしています。 

この度、本モデル事業の一環として、中小企業等の皆様が抱える脱炭素経営を進める上での課題

や悩み事に幅広く対応するワンストップ相談窓口を設置しますので、積極的に御活用ください。 

また、伴走型省エネ診断支援事業及び脱炭素経営人材育成事業の参加企業等を募集しますので、

是非、御応募ください。 

 

※１ 金融機関８行庫 

株式会社愛知銀行、株式会社名古屋銀行、株式会社中京銀行、 

豊橋信用金庫、知多信用金庫、豊田信用金庫、碧海信用金庫、西尾信用金庫 

 

※２ 地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業 

地域ぐるみで中小企業等に対する脱炭素経営の支援体制の構築と支援メニューの拡充を図

り、先進的なモデル事例を創出する環境省の事業。本年６月に、全国で愛知県を含む 16 地

域が採択された。 

 

1. 背景・目的 

愛知県は、中小企業等の温室効果ガス排出量が県全体の約４分の１を占めており、カー

ボンニュートラルの実現に向けて、中小企業等の脱炭素経営の取組は極めて重要です。 

そのため、普段から地域の中小企業等との接点を持っている名古屋商工会議所や私ども

金融機関等と愛知県が連携して、中小企業等の脱炭素経営を促進します。 

 

2. ワンストップ相談窓口の設置 

支援メニューや支援機関の紹介、温室効果ガス排出量の算定方法など、脱炭素経営に関

する様々な相談に対し、Web や電話等による無料相談窓口を設置します。 

なお、相談内容に応じて、専門家によるオンライン無料相談を実施します。 
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（１）相談窓口 

一般社団法人環境創造研究センター（愛知県地球温暖化防止活動推進センター） 

・電話 052-325－2422 

・メール accca-info＠kankyosoken.or.jp 

・WEB（申込フォーム）https://cn.nagoya-cci.or.jp/ 

（名古屋商工会議所 WEBページ※３） 

（２）対象者 県内に事業所を有する中小企業等 

（３）費用 無料 

（４）受付期間 

2023 年 10 月 26 日（木）から 2024 年２月 15 日（木）まで 

月曜日 ～ 金曜日（祝日、年末年始を除く） 

午前９時 ～ 午後５時（正午～午後１時を除く） 

※３ 本相談窓口については、名古屋商工会議所が実施している「カーボン・ニュート

ラルアクション・サポートデスク」の仕組みを活用して実施します。 

 

3. 伴走型省エネ診断支援事業の参加企業等の募集 

エネルギー管理士等の専門家による無料の省エネ診断を実施します。 

なお、応募は、金融機関又は経済団体と連名で行う必要があります。また、金融機関

又は経済団体等が、省エネ診断後の中小企業等の取組のフォローアップ等を実施しま

す。 

（１）事業内容 

支援対象企業等のニーズや情報等のヒアリング結果をもとに、専門家による省エネ

診断及び診断内容の報告会を無料で実施します。 

（２）対象者 愛知県内に本社又は主たる事業所を有する中小企業等 

（３）募集者数 24 者（うち 12 者以上を自動車関連企業等とする※４）（先着順） 

（４）費用 無料 

（５）募集期間 

2023 年 10 月 26 日（木）から 2023 年 12 月 28 日（木）まで 

（募集者数に達し次第終了） 

（６）応募方法 

電子メールにより伴走型省エネ診断支援事業応募申込書を「５ 提出・問合せ先」

に提出してください。 

※４ 本モデル事業では、愛知県の基幹産業であり、各層のサプライヤーが多数存在する

自動車関連企業等を中心に支援し、その結果をとりまとめ、横展開を図ります。 

 

4.  脱炭素経営人材育成事業の参加企業等の募集 

（１）事業内容 
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中小企業等における脱炭素経営に関する適切な知識を備えた人材の育成を図るた

め、一般社団法人炭素会計アドバイザー協会が提供する炭素会計アドバイザー資格

（３級）※５の取得の受講を支援します。 

（２）対象者 愛知県内に本社又は主たる事業所を有する中小企業等の社員 

（３）募集人数 50 名（先着順） 

（４）費用 無料（交通費等は自己負担となります。） 

（５）募集期間 

2023 年 10 月 26 日（木）から 2024 年１月 19 日（金）まで 

（募集人数に達し次第終了） 

（６）応募方法 

電子メールにより脱炭素経営人材育成事業応募申込書を「５ 提出・問合せ先」

に提出してください。 

※５ 環境省の「脱炭素アドバイザー資格の認定制度」に基づき認定された脱炭素に関

わる民間資格 

 

5. 申込み・問合せ先 

愛知県環境局地球温暖化対策課 計画推進グループ 

電話：052-954-6242 

電子メール：ondanka@pref.aichi.lg.jp 

 

◎ 伴走型省エネ診断支援事業及び脱炭素経営人材育成事業の募集要項及び申込書は、以下の愛知

県環境局地球温暖化対策課 Web ページを御確認ください。 

https://www.pref.aichi.jp/press-release/chiikigurumi-decarbonization.html 

                                                              

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （リリースのお問い合わせ先） 

   知多信用金庫 営業統括部企業支援課 

電 話：0569-26-1014 

   担 当：杉山弘城・後藤美千子 

   問い合わせ時間帯 

   午前 9時 00分～午後 5時 00分 

https://www.pref.aichi.jp/press-release/chiikigurumi-decarbonization.html

